資料６
量の見込みと確保方策について（案）
子ども・子育て支援法では、市町村が計画の中で教育・保育提供区域ごとに事業の「量の見込み」や「確保策」を定めることとしています。本町では、町全体を１つの教育・保育提供区域とし、利用の実績やニーズ調査の結果等に基づいて事業ごとに「量の見込み」や「確保策」をまとめております。
量の見込みと確保方策が異なる場合は、（　）で確保方策を示しています。
なお、全国共通で量の見込みを算出するよう定められている項目についてはグレーで着色しています。
	
	第３期計画

	
	R7年度
	[bookmark: _GoBack]R8年度
	R9年度
	R10年度
	R11年度

	(人)
①教育・保育施設の
提供体制
	１号※１
	53
(105)
	46
(105)
	42
(105)
	35
(105)
	34
(105)

	
	２号※１
	52
(54)
	４８
(54)
	４１
(54)
	４１
(54)
	４１
(54)

	
	３号※１
	38
(55)
	37
(55)
	37
(55)
	37
(55)
	37
(55)

	
	計
	143
(214)
	131
(214)
	120
(214)
	113
(214)
	112
(214)

	②認可外保育施設等
（町民のみを計上）
	8
(60)
	8
(60)
	8
(60)
	8
(60)
	8
(60)

	③利用者支援事業
(子育て世代包括支援センター)
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所

	④地域子育て支援拠点事業（延べ）
	840人
	804人
	804人
	804人
	804人

	⑤一時預かり事業(延べ)
	幼稚園児
	4,831人
（9,600）
	3,837人
（9,600）
	38人
（9,600）
	31人
（9,600）
	30人
（9,600）

	
	上記以外
	552人
(1,500)
	502人
(1,500)
	477人
(1,500)
	434人
(1,500)
	424人
(1,500)

	⑥乳児家庭全戸訪問事業※２
	28人
	28人
	28人
	28人
	28人

	⑦養育支援訪問事業※２
	1人
	1人
	1人
	1人
	1人

	⑧子育て援助活動支援事業（延べ）
（ファミリー・サポート・センター事業）
	135人
	133人
	122人
	126人
	115人

	⑨子育て短期支援事業（延べ）
（ショートステイ事業）
	4人
（0人）
	3人
（0人）
	3人
（0人）
	3人
（0人）
	3人
（0人）

	⑩延長保育事業
	23人
（30人）
	23人
（30人）
	23人
（30人）
	23人
（30人）
	23人
（30人）

	⑪病児保育事業（延べ）
	238人
	216人
	206人
	186人
	181人

	⑫放課後児童健全育成事業
	101人
（110）
	79人
（110）
	73人
（110）
	75人
（110）
	72人
（110）

	⑬妊婦健康診査事業（延べ）※２
	392回
	392回
	392回
	392回
	392回

	⑭子育て世帯訪問支援事業（延べ）※２
	100人
（150人）
	100人
（150人）
	100人
（150人）
	100人
（150人）
	100人
（150人）

	⑮妊婦等包括相談支援事業（延べ）※２
	84回
	84回
	84回
	84回
	84回

	⑯乳児等通園支援事業(R8～)※２
	―
	6人
	6人
	6人
	6人

	⑰産後ケア事業※２
	5人
	5人
	5人
	5人
	5人


※１　１号…（３～５歳）幼稚園、認定こども園（幼稚園機能部分）
２号…（３～５歳）幼稚園、認定こども園・保育所
３号…（０～２歳）認定こども園（保育園機能部分）、保育所・地域型保育施設
※２　実績等による推計試算
